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   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，適正な動物の取扱いに関し必要な事項を定めることにより，不適正

な動物の取扱いに起因して人に迷惑を及ぼすことを防止し，もって生活環境の保全を図

るとともに，人と動物の共生する社会の実現に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 ⑴ 所有者等 動物の所有者又は占有者をいう。 

 ⑵ 飼い犬 所有者等が所有し，又は占有する犬をいう。 

 ⑶ 飼い猫 所有者等が所有し，又は占有する猫をいう。 

 ⑷ 野良猫 飼い猫以外の猫をいう。 

 ⑸ 市民等 市民及び観光旅行者その他の滞在者をいう。 

 ⑹ 自宅等 犬又は猫（以下「犬等」という。）の所有者等の自宅又は所有者等が正当な

権原に基づき飼い犬若しくは飼い猫を飼養し，若しくは保管することができる場所を

いう。 

（所有者等の責務） 

第３条 所有者等は，人に迷惑を及ぼすことのないよう動物の適正な飼養及び保管に努め

なければならない。 

２ 犬等の所有者は，マイクロチップをその所有する犬等の体内に装着する方法その他の

当該犬等が自己の所有に係るものであることを明らかにする措置を講じるよう努めな

ければならない。 

３ 犬の所有者等は，飼い犬を道路，公園，広場その他の公共の用に供する場所（以下「公

共の場所」という。）に同伴しようとするときは，あらかじめ，自宅等において排せつ



させるよう努めなければならない。 

４ 猫の所有者等は，飼い猫が自宅等以外の場所に侵入することにより人に迷惑を及ぼす

ことを防止する観点から，飼い猫を屋内において飼養し，及び保管するよう努めなけれ

ばならない。 

（本市の責務） 

第４条 本市は，次に掲げる責務を有する。 

 ⑴ 動物の適正な取扱いに関する指導及び意識の啓発を行うこと。 

 ⑵ 公共の場所における動物のふん尿による被害の防止に関する施策を実施すること。 

 ⑶ 野良猫に対する適切な給餌（給水を含む。以下同じ。）に係る活動を支援すること。 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか，この条例の目的を達成するために必要な施策を実施す

ること。 

（市民等の責務） 

第５条 市民等は，動物との触れ合いに際して，人に迷惑を及ぼすことがないよう，動物

を適正に取り扱うよう努めなければならない。 

（相互の協力） 

第６条 所有者等，本市及び市民等は，この条例の目的を達成するため，相互に，その果

たす役割を理解し，協力するものとする。 

   第２章 動物の適正な取扱い 

（多数の犬等の飼養等に係る届出） 

第７条 犬等（生後９１日未満のものを除く。以下この項において同じ。）の所有者等（動

物の愛護及び管理に関する法律（以下「法」という。）第１２条第１項第４号に規定す

る第１種動物取扱業者，法第２４条の３第１項に規定する第２種動物取扱業者その他別

に定める者を除く。以下この条において同じ。）は，一の場所（当該所有者等が主とし

て犬等の飼養又は保管の用に供する住居その他の建物又は土地をいう。以下この項にお

いて同じ。）において，飼養し，又は保管する犬の数が５以上又は犬等の数が１０以上

（犬の数が４以下の場合に限る。）となったときは，その日から３０日以内に，次に掲

げる事項を市長に届け出なければならない。 

 ⑴ 所有者等の氏名及び住所（法人にあっては，名称及び代表者の氏名並びに主たる事

務所の所在地） 

 ⑵ 犬等を飼養し，又は保管する場所の所在地 

 ⑶ 飼養し，又は保管する犬等の数 

２ 前項の規定による届出をした所有者等は，前項第１号又は第２号に掲げる事項に変更



があったときは，その日から３０日以内に，その旨を市長に届け出なければならない。 

（飼い犬のふんの回収義務） 

第８条 犬の所有者等は，飼い犬を公共の場所に同伴しようとするときは，当該飼い犬が

排せつしたふんを回収するための用具を携帯しなければならない。 

２ 犬の所有者等は，飼い犬が自宅等以外の場所でふんを排せつしたときは，直ちに当該

ふんを回収しなければならない。 

（不適切な給餌の禁止等） 

第９条 市民等は，所有者等のない動物に対して給餌を行うときは，適切な方法により行

うこととし，周辺の住民の生活環境に悪影響を及ぼすような給餌を行ってはならない。 

２ 市長は，前項の動物に対する給餌について，必要があると認めるときは，適切な給餌

の方法に関し市民等が遵守すべき基準を定めることができる。 

（勧告及び命令） 

第１０条 市長は，前条第１項の規定に違反し，又は同条第２項に規定する基準に従わず

に行われている給餌に起因して周辺の住民の生活環境に支障が生じていると認めると

きは，当該支障を生じさせている者に対し，必要な措置を採ることを勧告することがで

きる。 

２ 市長は，前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に係る措置を採らなかったとき

は，その者に対し，相当の期限を定めて，その勧告に係る措置を採ることを命じること

ができる。 

   第３章 雑則 

（報告又は資料の提出） 

第１１条 市長は，前章（第８条第１項を除く。次条第１項において同じ。）及び法第２５

条の規定の施行に必要な限度において，所有者等又は所有者等のない動物に対して給餌

を行っている者その他の関係者に対し，動物の取扱いの状況その他必要な事項について

報告又は資料の提出を求めることができる。 

（立入調査等） 

第１２条 市長は，前章及び法第２５条の規定の施行に必要な限度において，市長が指定

する職員に，不適正な動物の取扱いが行われていると認められる場所に立ち入り，必要

な調査をさせ，又は関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し，

関係者の請求があったときは，これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査又は質問の権限は，犯罪捜査のために認められたものと



解釈してはならない。 

（委任） 

第１３条 この条例において別に定めることとされている事項及びこの条例の施行に関し

必要な事項は，市長が定める。 

   第４章 罰則 

（過料） 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する者は，５０，０００円以下の過料に処する。 

 ⑴ 第１０条第２項の規定による命令に違反した者 

 ⑵ 第１１条の規定による報告若しくは資料の提出をせず，又は虚偽の報告若しくは資

料の提出をした者 

 ⑶ 第１２条第１項の規定による立入調査を拒み，妨げ，若しくは忌避し，又は質問に

対して陳述せず，若しくは虚偽の陳述をした者 

第１５条 第８条第２項の規定に違反した者は，３０，０００円以下の過料に処する。 

第１６条 第７条の規定による届出をせず，又は虚偽の届出をした者は，１０，０００円

以下の過料に処する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２７年７月１日から施行する。ただし，第４章の規定は，同年１０

月１日から施行する。 

（多数の犬等の飼養等に係る届出の特例） 

２ この条例の施行の日から平成２７年８月３１日までの間における第７条第１項の規定

の適用については，同項各号列記以外の部分中「その日から３０日以内」とあるのは，

「平成２７年１０月１日まで」とする。 

（関係条例の一部改正） 

３ 京都市美化の推進及び飲料容器に係る資源の有効利用の促進に関する条例の一部を次

のように改正する。 

  第２条第２号中「，犬のふん」を削る。 

  第４条第１項中「（犬のふんを除く。次項，第２３条第１項及び第２９条において同じ。）」

を削る。 

附 則（令和元年１１月１３日条例第２６号） 

 この条例は，令和元年１２月１４日から施行する。 


